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一般社団法人 情報通信ネットワーク産業協会       

2025年6月18日 

 

2024年度通期(4-3月) 通信機械生産･輸出入概況 
 

Ａ．国内市場動向（生産動態統計と貿易統計からCIAJにて纏め）            

（１）機種別の詳細動向（参照：図表A-1, 2） 

機種別の2024年度の実績は以下の通りです。スマートフォンとデータ通信機器の輸入が牽

引し、端末機器、ネットワーク関連機器ともに増加したため、国内市場規模は前年比で増加し

ました。 

 

① 端末機器：               3兆1,287億円（前年同期比24.3％増） 

② ネットワーク関連機器：   1兆1,440億円（前年同期比 5.9％増） 

なお、生産動態統計と貿易統計から「国内市場規模＝国内生産金額－輸出金額＋輸入金額」

として国内市場規模を算出しています（海外メーカーの輸入額も含みます）。生産動態統計で

携帯電話が秘匿となった期間（2021年度4Qから2022年度3Qまで）はCIAJ推定値を加算。 

 
    図表 A-1  国内市場規模の推移（機種別、年度別） 
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    図表 A-2  国内市場規模の推移（機種別、四半期別） 
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Ｂ．国内生産動向（経済産業省「生産動態統計調査」からCIAJにて纏め）        

（１）機種別の詳細動向（参照：図表B-1, 2） 

機種別の2024年度の実績は以下の通りです。 

① 有線端末機器 550億円（前年比16.0％増） 

内訳は、電話機12億円（同27.4％減）、ボタン電話装置124億円（同17.2%減）、インター

ホン415億円（同34.3％増）となりました。ボタン電話装置は、大容量のフルIP（クラウ

ド）への新技術移行や小型化が進み、減少しました。インターホンは、スマホ連動型や録画

機能付きの搭載、セキュリティ対策の需要を取り込み、増加しました。 

② 移動体端末機器 986億円（前年比2.9％減） 

内訳は、陸上移動通信装置（携帯電話含む）697億円（同14.9％減）、海上・航空移動通信

装置288億円（同47.6％増）となりました。海上・航空移動通信装置は、単価上昇と、官

庁、民間向けともに需要増のため大幅に増加した一方で、携帯電話は、海外メーカーの台頭

で国内メーカーは低迷し、全体では減少しました。 

③ 有線ネットワーク関連機器 1,218億円（前年比2.5％減） 

内訳は、交換機112億円（同12.1％減）、搬送装置1,106億円（同1.5％減）となりました。

デジタル伝送装置を含む搬送装置は、一部の海外キャリアの需要回復は見られるものの、国

内キャリアの投資抑制が影響し、減少しました。 

④ 無線ネットワーク関連機器 523億円（前年比16.3％増） 

内訳は、固定通信装置265億円（同43.5％増）、基地局通信装置258億円（同41.4％減）と

なりました。固定通信装置は、地上系の防災需要に加えて、衛星系では非地上系通信ネット

ワーク（HAPS、衛星通信）の実証実験などを背景に大幅に増加しました。一方で、基地局通

信装置は、新たな目標である5G高度化に向けたSub6やミリ波の整備が新たな投資に結びつい

ておらず、今年度も大幅に減少しました。 

⑤ ネットワーク接続機器 280億円（前年比6.2％減） 

LANスイッチが多くの割合を占める民需向け需要が増加しましたが、ルーターの設備投資

が進まず、全体では減少しました。 

⑥ 有線部品（有線機器用リレー、中継器用など）248億円（前年比0.5％減） 

有線部品の国内生産は減少しました。 
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    図表B-1  生産総額の推移（機種別、年度別） 
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    図表B-2  生産総額の推移（機種別、四半期別） 
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Ｃ．輸出動向（財務省「貿易統計」からCIAJにて纏め）                

（１）機種別の詳細動向（参照：図表C-1, 2） 

機種別の2024年度の実績は以下の通りです。 

① 電話機及び端末機器 150億円（前年比16.2％減） 

内訳は、携帯電117億円（同15.1％減）、コードレスホン2億円（同43.6％増）、その他30

億円（同22.6％減）となりました。携帯電話は、多くの割合を占める北米向けスマートフォ

ンが減少しました。 

② ネットワーク関連機器 429億円（同7.2％増） 

内訳は、基地局23億円（同77.8％減）、データ通信機器1,574億円（同7.4％増）、その他ネ

ットワーク関連機器35億円（同19.2％減）となりました。データ通信機器は、アジアや北

米での高速大容量トラフィック増やネットワーク設備増強を主因として、増加しました。 

③ 部品（有線系・無線系の合計）410億円（同2.6％減） 

内訳は、アンテナ19億円（同19.0％減）、その他の部品1,426億円（同0.9％減）となりまし

た。多くの割合を占めるその他の部品は、アジア、特に欧州で落ち込みましたが、北米向け

は大きく伸長しました。 

 

    図表C-1  輸出総額の推移（機種別、年度別） 
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    図表C-1  輸出総額の推移（機種別、四半期別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域別の詳細動向（参照：図表C-2） 

地域別の2024年度の実績は、アジア向け1,600億円（前年比0.4％減）、うち中国向け616億

円（同2.9％増）。北米向け1,086億円（同6.9％増）、うち米国は1,048億円（同6.4％増）、

欧州向け404億円（同14.1％減）、うちEUは294億円（同22.4％減）となりました。アジア向

けはほぼ横ばいでしたが、北米向けはデータ通信機器や部品が増加しました。中近東向けのデ

ータ通信機器が伸長しています。 

 

（３）地域別構成比 

1位：アジア   45.6％（前年比   －1.6％） 

2位：北米     36.1％（ 同     ＋0.7％） 

3位：欧州     14.5％（ 同     ＋1.9％） 

その他地域    3.8％（ 同     －1.0％） 

 

    図表C-2  輸出総額の推移（地域別、年度別） 
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    図表C-2  輸出総額の推移（地域別、四半期別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．輸入動向（財務省「貿易統計」からCIAJにて纏め）                

（１）機種別の詳細動向（参照：図表D-1, 2） 

機種別の2024年度の実績は以下の通りです。 

① 電話機及び端末機器 4兆2,302億円（前年比18.1％増） 

内訳は、携帯電話2兆9,787億円（同25.5％増）、コードレスホン44億円（同10.0％減）、

その他70億円（同0.0％）となりました。主要海外メーカーの新製品投入、2024年末の総務

省のガイドライン改正に伴う駆け込み需要や2024年度末の新生活シーズンに向けた買い替

え需要があり、主にアジア（中国、ベトナム）で生産されたスマートフォンが増加しました。 

② ネットワーク関連機器 1兆1,050億円（同7.9％増） 

内訳は、基地局178億円（同45.9％減）、データ通信機器1兆569億円（同9.7％増）、その

他ネットワーク関連機器304億円（同10.2％増）となりました。データ通信機器のうち、ス

イッチング機器及びルーティング機器4,526億円（同2.9％増）、その他のデータ通信機器

（伝送装置、通信装置、変復調装置等）6,042億円（同15.4％増）となりました。データセ

ンター内およびデータセンター間の設備増強を主因として投資が拡大し、アジアからのデー

タ通信機器が伸長したため、増加しました。 

③ 部品（有線機器と無線機器用部品の合計）1,351億円（同21.9％減） 

内訳は、アンテナ138億円（同6.6％減）、その他の部品1,213億円（同23.3％減）となりま

した。欧州からのアンテナが増加しましたが、部品全体でアジア（中国）、北米が落ち込ん

だため、全体では減少しました。 
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    図表D-1  輸入総額の推移（機種別、年度別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図表D-1  輸入総額の推移（機種別、四半期別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域別の詳細動向（参照：図表D-2） 

地域別の2024年度の実績では、アジアから4兆60億円（前年比18.5％増）、うち中国は3兆

695億円（同14.6％増）、欧州から778億円（同6.3％減）、うちEUは716億円（同9.8％

減）、北米から863億円（同32.7％増）、うち米国は814億円（同38.9％増）となりました。

今年度も国内のスマートフォン需要を支えるアジアからの輸入が大幅に増加しました。また、
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北米や中南米（メキシコ）からのデータ通信機器も急増しています。 

 

（３）地域別構成比 

1 位：アジア   94.7％（前年比   ＋0.3％） 

2 位：北米      2.0％（ 同     ＋0.2％）  ※2 位と 3 位が逆転 

3 位：欧州      1.8％（ 同     －0.5％） 

その他地域     1.5％（ 同     －0.3％） 

 

    図表D-2  輸入総額の推移（地域別、年度別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図表D-2  輸入総額の推移（地域別、四半期別） 
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Ｅ．受注･出荷動向（CIAJ受注･出荷統計より）                    

（１）2024年度の実績 

CIAJ会員の国内メーカーによる受注・出荷の実績は1兆1,469億円で、前年比1.9％減となり

ました。このうち、国内出荷は8,867億円の同比5.8％減、輸出は2,602億円の同比14.1％増と

なりました。 

国内出荷では、有線端末機器や無線ネットワーク関連機器が増加した一方で、移動体端末機

器や有線ネットワーク関連機器が減少し、前年同期比で減少しました。国内出荷は、無線ネッ

トワーク関連機器の固定通信装置が、地上系で防災関連の政府予算が確保された官庁向けに、

衛星系で電気通信事業者向けに大幅な需要増がありました。輸出は、ファクリミリ、デジタル

伝送装置、無線ネットワーク関連機器全般が牽引し、大幅増となりました。 

※CIAJ受注・出荷統計 ＝ CIAJ会員の国内メーカーの受注・出荷額 

                  （ ＝ 国内出荷額＋輸出額  ＝ 国内生産額＋海外生産した輸入額 ） 

 

（２）機種別動向 

国内出荷と輸出を合わせた機種別の2024年度の実績は以下の通りです。 

① 有線端末機器 4,749億円（前年比5.5％増） 

市場は縮小傾向ですが、インターホンの新機能付きの需要増や、ファクシミリ（複合機を含

む）が国内出荷、輸出ともには堅調に推移したため、有線端末機器全体では同比で増加しま

した。 

② 移動体端末機器 2,081億円（同比9.4％減） 

携帯電話は、国内メーカー製品も2024年末の総務省ガイドライン改正の駆け込み需要や年

度末の新生活シーズンに向けた買い替え需要が奏功したものの、上位機種への切替が進んだ

4G、5G以上ともに減少したため、移動体端末機器全体では同比で減少しました。 

③ 有線ネットワーク関連機器 2,223億円（同比12.8％減） 

デジタル伝送装置は、輸出は一部の海外キャリアの需要が回復し増加しましたが、国内キャ

リアの投資抑制が続いたため、増加しました。また、光アクセス機器は、FTTH純増数はコ

ロナ渦での需要が一巡し減少傾向であり、機器の需要も減少しているため、有線ネットワー

ク関連機器全体では同比で減少しました。 

④ 無線ネットワーク関連機器 1,926億円（同比5.5％増） 

固定通信装置は、地上系で政府予算が確保された防災関連の需要増や、衛星系での非地上系

通信ネットワークへの取組が展開され始めていることから、無線ネットワーク関連機器全体

では同比で増加しました。 

⑤ その他ネットワーク関連機器 459億円（同比16.5％増） 

企業のクラウドシフトへのニーズが加速し、データセンターへの設備投資が拡大したため、

LANスイッチを中心に堅調に推移しました。そのため、その他ネットワーク関連機器全体

では同比で増加しました。 

⑥ 通信機器用部品 31億円（同76.2％減） 

 


